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平成２８年度実施方針 

 

新エネルギー部 

 

 

１. 件 名：高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開発 

 

２. 根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号イ 

 

３. 背景及び目的、目標 

２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画では、再生可能エネルギーを「現時点で

は、安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガスを排出せず、国内で生産で

きることから、エネルギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で、重要な低炭素の国産エネル

ギー源である。」と位置付け、これまでのエネルギー基本計画で示した水準を更に上回る水準の

導入を目指すこととしている。太陽光発電は、「個人を含めた需要家に近接したところで中小規

模の発電を行うことも可能で系統負担も抑えられる上に、非常用電源としても利用可能である」

と期待されている一方で、発電コストが高い等の課題も指摘され、更なる技術革新が必要とされ

ている。また、固定価格買取制度の効果で国内市場は急拡大しているが、今後、再生可能エネル

ギーの普及が更に進めば、賦課金が増加し、国民負担の増大が見込まれるとの指摘もある。将来

の国民負担を軽減するためには、発電コストの低減は重要な課題である。 

これまで、ＮＥＤＯが進めてきた発電コスト低減に資する技術の開発は、多くの成果をあげて

いる。例えば、結晶シリコン太陽電池ではヘテロ接合バックコンタクト太陽電池で変換効率２

５％を超える要素技術を開発し、ＣＩＳ系薄膜太陽電池でも３０ｃｍ角サブモジュールで変換効

率１７．８％（世界最高）を達成する等の成果をあげてきた。また、Ⅲ－Ⅴ族の薄膜多接合型太

陽電池で世界最高効率のセル変換効率を達成、量子ドット等の新概念の太陽電池で世界最高水準

の技術を開発、ペロブスカイト太陽電池等の革新的な技術を開発する等、新分野の開拓でも大き

な成果をあげている。 

こうした状況を踏まえ、ＮＥＤＯは２０１４年９月に「太陽光発電開発戦略（以下「開発戦略」

という。）」を策定し、発電コスト低減目標として、２０２０年に業務用電力価格並となる１４円

／ｋＷｈ（グリッドパリティ）、２０３０年に従来型火力発電の発電コスト並みあるいはそれ以

下に相当する７円／ｋＷｈ（ジェネレーションパリティ）を掲げた。そこで、本プロジェクトで

は、開発戦略で掲げる発電コスト低減目標達成のため、２０３０年までに７円／ｋＷｈの実現に

資する高性能と高信頼性を両立した太陽電池の開発を目指す。 
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[共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）] 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開発」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）試作モジュールで、発電コスト１４円／ｋＷｈ相当の性能を確認する。 

発電コスト算出においては、開発技術のモジュール変換効率（％）、モジュール製造

コスト（円／Ｗ）、想定する使用環境におけるシステムコスト円／Ｗ、出力劣化率、設

備利用率等の前提条件を客観的に説明すること。 

 

  ＜発電コスト１４円／ｋＷｈを満たす性能の目安＞ 

   ・先端複合技術型シリコン太陽電池（高効率モジュール） 

    モジュール変換効率２２％、モジュール出力劣化２５年で２０％相当 

   ・先端複合技術型シリコン太陽電池（低コストモジュール） 

    モジュール変換効率１９％、モジュール出力劣化２５年で２０％相当 

   ・高性能ＣＩＳ太陽電池 

    モジュール変換効率１６％、モジュール出力劣化２５年で２０％相当 

  （加速評価試験の方法については、試験条件（例えばＪＩＳＣ８９１７の温湿

度サイクル試験の試験時間等）を提示するとともに、目標年数を保証する製品

出荷時と同等の条件を満たすこと。）  

 

２）２０３０年までに発電コスト７円／ｋＷｈを実現するための開発計画を提示すること。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１）試作モジュールで、発電コスト１７円／ｋＷｈ相当の性能を確認する。 

発電コスト算出においては、開発技術のモジュール変換効率（％）、モジュール製造

コスト（円／Ｗ）、想定する使用環境におけるシステムコスト円／Ｗ、出力劣化率、設

備利用率等の前提条件を客観的に説明すること。 

 

  ＜発電コスト１７円／ｋＷｈを満たす性能の目安＞ 

 ・先端複合技術型シリコン太陽電池（高効率モジュール） 

    モジュール変換効率２０％、モジュール出力劣化２０年で２０％相当 

 ・先端複合技術型シリコン太陽電池（低コストモジュール） 

    モジュール変換効率１８％、モジュール出力劣化２０年で２０％相当 

   ・高性能ＣＩＳ太陽電池 

    モジュール変換効率１５％、モジュール出力劣化２０年で２０％相当 

  （加速評価試験の方法については、試験条件（例えばＪＩＳＣ８９１７の温湿

度サイクル試験の試験時間等）を提示するとともに、目標年数を保証する製品

出荷時と同等の条件を満たすこと。）  

 

２）２０２０年までの実用化計画を提示すること。 
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[委託事業] 

研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発 

モジュール変換効率３０％以上、かつ、想定する使用環境で、システム価格１２５円

／Ｗを実現する要素技術を確立する。 

    

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発  

量産時にモジュール製造コスト１５円／Ｗを実現しうる、太陽電池モジュール材料・

構造・生産プロセスに関する要素技術の開発。 

実験室レベルの小型太陽電池モジュールでの変換効率２０％の達成。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１） 革新的高効率太陽電池の研究開発 

       モジュール変換効率３０％以上、かつ、想定する使用環境で、システム価格１２５円

／Ｗを実現するセル・モジュール構造と達成手段を明確化する。 

    

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発  

量産時にモジュール製造コスト１５円／Ｗを実現しうる、太陽電池セル材料・構造に

関する要素技術の開発。 

小面積太陽電池セルでの変換効率２０％の達成。 

 

[委託事業] 

研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池 

ａ) 高効率・低コスト結晶成長、ウエハスライス技術に関する研究開発 

   ｐ型、ｎ型それぞれの基板のキャリアライフタイムを現状の３倍以上にする。 

 材料品質、スライスプロセスがセル性能に与える影響を明らかにし、セルプロセスに

おける技術開発指針を得る。 

ｂ) 高効率・低コストセル、モジュールプロセス技術に関する研究開発 

  新たに開発する先端複合技術型シリコン太陽電池において、各要素技術（成膜、電

極、パッシベーション等）がセル性能に与える影響を明らかにし、セル、モジュール

プロセスにおける技術開発指針を得る。 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

ａ) 小面積セル（1ｃｍ角程度）で変換効率２３％以上 

ｂ) 欠陥密度低減化の技術開発指針の構築 

ｃ) ＣＩＳ太陽電池の理想的な材料設計技術の提案 
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中間目標（平成２９年度末） 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池 

ａ) 高効率・低コスト結晶成長、ウエハスライス技術に関する研究開発 

  ｐ型、ｎ型それぞれの基板のキャリアライフタイムを現状の２倍以上にする。 

ｂ) 高効率・低コストセル、モジュールプロセス技術に関する研究開発 

  新たに開発する先端複合技術型シリコン太陽電池において、各要素技術（成膜、電

極、パッシベーション等）がセル性能に与える影響を評価し、セル、モジュールプロ

セスにおける技術開発課題を明らかにする。 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

ａ) 小面積セル（１ｃｍ角程度）で変換効率２２％以上 

ｂ) 欠陥検出のためのデバイス構造の明確化 

ｃ) ＣＩＳ太陽電池の電子構造の明確化 

 

[委託事業／共同研究事業（ＮＥＤＯ負担：２／３）] 

研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）出力測定技術の開発 

ａ) 新型の太陽電池等については、海外における主要研究機関による測定技術との整合

性も考慮しつつ、室内測定においては精度±０．５％（１σ）以内を目指す。 

ｂ) 薄膜系を含む市販されている太陽電池モジュールの屋外での測定においては精度

±１．０％（１σ）以内を目指す。 

   

２）発電量評価技術 

気候区による気象データやスペクトルデータ等を整理し、ユーザーにとって利便性の

高い日射量データベースを構築し、ＮＥＤＯホームページ等のＷｅｂサイトに掲載する。 

 

３）信頼性・寿命評価技術の開発 

ａ) 低コストで劣化対策を施した太陽電池モジュールの有効性について実証する。 

ｂ) 太陽電池モジュールの性能３０年を予測できる加速試験方法（劣化率の予測精度

±５％、加速係数１００倍以上等）を開発する。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１）出力測定技術の開発 

ａ)  新型の太陽電池等については、海外における主要研究機関による測定技術との整

合性も考慮しつつ、室内測定においては精度±１．０％（１σ）以内を目指す。 

ｂ) 市販されている結晶Ｓｉ系太陽電池モジュールの屋外での測定においては精度±

１．０％（１σ）以内を目指す。 

 

２）発電量評価技術 

気候区による気象データやスペクトルデータ等を整理し、ユーザーにとって利便性の

高い日射量データベースを構築する。 
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３）信頼性・寿命評価技術の開発 

ａ) ＰＩＤ現象など太陽電池モジュールの劣化メカニズムを解明するとともに、劣化

予防のための具体的な低コスト対策技術を開発する。 

ｂ) 太陽電池モジュールの性能２５年を予測できる加速試験方法（劣化率の予測精度

±５％、加速係数１００倍以上等）を開発する。 

[委託事業] 

研究開発項目⑤「動向調査等」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）動向調査 

 発電コスト７円／ｋＷｈ実現に向け、開発戦略の見直しの要否を検討するとともに、

必要に応じ、見直し案を作成する。 

 

２）ＩＥＡ国際協力事業 

 ＰＶＰＳの動向及び展開を踏まえた、定期的な情報発信を行う。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１）動向調査 

ａ) 年度毎に太陽電池モジュールの性能と発電コストの関係を客観的に分析するとと

もに、モジュールの産業競争力を評価する。 

ｂ) 発電コスト目標達成後の産業、市場動向について、シナリオ分析を行う。 

 

２）ＩＥＡ国際協力事業 

 ＮＥＤＯが参画するＰＶＰＳの活動に参加し、その内容を産業界に発信する。平成３

０年度以降のＰＶＰＳへの新たな活動計画案を作成する。 

   

４．実施内容及び進捗（達成状況）状況 

 プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 山田宏之主任研究員を任命して、

プロジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政

策的効果を最大化させた。 

 

４．１ 平成２７年度事業内容 

 以下の研究開発を実施した。実施体制図については、別紙を参照のこと。 

 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

「結晶Ｓｉ太陽電池をベースとした複合型太陽電池モジュールの開発」においては、

複合型太陽電池セルの光学シミュレーションを実施し、各要素セルの構造・光学特性

が太陽電池特性に与える影響を明らかにした。（実施体制：株式会社カネカ－再委託 

国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人京都大学、国立大学法人東京工

業大学） 

「高効率バックコンタクト型太陽電池の量産技術開発」においては、ヘテロ接合型

バックコンタクト構造の低コストパターニング技術として印刷レジスト法、エッチン
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グペースト法及びマスク成膜法を開発し、セル試作を行った。（実施体制：シャープ株

式会社） 

「基盤技術開発による先端複合技術セルのための低再結合電極の研究開発」におい

ては、ＳｉＮｘを取り除かずに電流経路を形成できる複合酸化物の探索、電極/基板間

の界面構造の解析手法の検討等を行った。（実施体制：ナミックス株式会社） 

「赤外線ＦＺ法による高品質低コストシリコン単結晶の開発」においては、赤外線

集光分布制御装置を設計・導入し、育成単結晶の直径に合致する最適な集光分布状態

の検討を行った。（実施体制：株式会社クリスタルシステム） 

「高発電効率・低コスト太陽電池スライスプロセスの加工技術構築」においては、

固定砥粒ワイヤ芯線径６０μｍのダイヤモンド粒度や集中度の最適化評価を実施した。

また、高面品位が期待されるレジン系固定砥粒ワイヤにおいて、ワイヤソーにおける

ワイヤ摩耗の弱点部位を特定した。（実施体制：コマツＮＴＣ株式会社） 

「太陽電池用原料品質の最適化及び結晶欠陥の評価技術の開発・制御」においては、

原料ポリシリコン中の炭素濃度と結晶引上げ条件を変えたＣＺ単結晶インゴットの各

部位におけるセル特性評価、物性評価を実施した。（実施体制：株式会社トクヤマ） 

「低コスト高効率セル及び高信頼性モジュールの実用化技術開発」においては、高

効率Ｐ型ＰＥＲＣセルの設計指針を明らかにするために、デバイスシミュレーション

によりロス内訳解析を行った。また、高信頼性シリコン太陽電池の開発として湿熱ス

トレス試験モジュールの分析を行い、封止材中の酢酸量と劣化率に相関があることを

確認した。（実施体制：京セラ株式会社） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

光吸収層表面パッシベーション技術の開発や、バッファ層品質向上による界面再結

合抑制技術の開発を行った。その他、大面積モジュールの高効率化に向け、小面積セ

ル高効率化技術の応用及び、抵抗ロス低減技術の開発を行った。また、光吸収層薄膜

化技術の開発等による低コスト製造プロセスの実用化に向けた開発を実施した。（実施

体制：ソーラーフロンティア株式会社） 

 

研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発 

変換効率３０％以上の薄膜Ⅲ－Ⅴ化合物太陽電池セルで、２０３０ 年に発電コスト

７円／ｋＷｈを達成するための要素技術確立に向けて、（ⅰ）ルミネッセンス・カップ

リング効果を考慮した集光型Ⅲ－Ⅴ化合物多接合セルの解析及び効率５０％達成に向

けたセル構造の最適化、（ⅱ）高スループット・高製膜速度を可能とする単結晶製造装

置の設計及び組立、（ⅲ）エピタキシャルリフトオフ法(ＥＬＯ)、ウエハ接合、Ⅲ－Ⅴ

－ｏｎ－Ｓｉ成長等の低コストプロセスにおける諸条件の最適化、（ⅳ）薄膜多接合セ

ル、薄膜量子ドットセルにおける光閉じ込めによる光吸収増大効果のシミュレーショ

ン及び実験による定量化、（ⅴ）低コスト・高許容角の低倍集光モジュールの光学設計

と試作を行った。（実施体制：国立大学法人東京大学、シャープ株式会社、パナソニッ

ク株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所、学校法人トヨタ学園豊田工業大

学、大陽日酸株式会社、国立大学法人電気通信大学、国立大学法人神戸大学、国立大

学法人名古屋大学、学校法人名城大学、国立大学法人宮崎大学、国立大学法人東京農
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工大学－再委託 タカノ株式会社、国立大学法人埼玉大学、公立大学法人大阪市立大

学、国立大学法人九州大学） 

 

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発 

「塗布製造技術の開発」においては、(ＦＡＰｂＩ３)１－ｘ(ＭＡＰｂＢｒ３)ｘの

混晶系で組成比を制御することでペロブスカイト膜を高品質化し、組成比ｘ＝０．１

５の若干ワイドギャップ膜で変換効率１７．５％を達成した。「超軽量太陽電池モジ

ュール技術の開発」においては、超軽量基板で変換効率５％の条件を得た。「低コスト

Ｒ２Ｒ太陽電池製造技術の開発」においては、正孔輸送層の組成変更により耐久性が

向上し、ガラス基板セルの耐熱試験(８５℃１０００ｈ)において効率低下率１０％以

下を確認した。「高性能・高信頼性確保製造技術の開発」においては、従来より低コス

トな材料の有効性を確認するとともに、モジュール応用に向けた低コスト製膜法とし

て精密スプレー法が使える可能性を見出した。「高性能材料合成技術の開発」では、非

ドープ条件で良好なＩＶ形状かつ、高耐湿性を有する正孔輸送材料を開発した。「基盤

材料技術と性能評価技術の開発」においては、簡便・低コストな酸化重合法を適用し

て正孔輸送材料を合成し、変換効率１４％余を確認した。また、ペロブスカイト太陽

電池として世界で初めて認証水準を満たす条件で１５％以上の変換効率を報告した。

「新素材と新構造による高性能化技術の開発」においては、ペロブスカイト作製中間

体の精製と作製条件の最適化により１９％以上の変換効率を得るとともに、広帯域色

素増感太陽電池と組み合わせた分光タンデムセルを作製し、有機系太陽電池で世界最

高となる変換効率２１．５％を得た。また、今後のデバイス改良に向けて、より安定

したセル作製条件を実現するための設備の導入を進めた。（実施体制：パナソニック株

式会社、株式会社東芝、積水化学工業株式会社、アイシン精機株式会社、富士フイル

ム株式会社、学校法人早稲田大学、国立大学法人東京大学－再委託 株式会社アイシ

ン・コスモス研究所、国立研究開発法人物質・材料研究機構、公益財団法人神奈川科

学技術アカデミー、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人九州工業大

学、公立大学法人兵庫県立大学、国立大学法人京都大学、国立大学法人東京工業大学、

国立大学法人熊本大学） 

 

研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

「Ｃａｔ―ＣＶＤなど新手法による高性能太陽電池低価格製造技術の開発」におい

ては、複雑なテクスチャー構造上にＣａｔ－ＣＶＤ膜を堆積するための技術開発を行

い、高品質パッシベーション膜を得るための新たな洗浄法を開発した。（実施体制：

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学） 

「薄型セルを用いた高信頼性・高効率モジュール製造技術開発」においては、イオ

ン注入技術によるリン及びボロンの注入とその後の熱アニールによる拡散層の最適

化を図った。また、モジュール化技術については、はんだに代わり導電性フィルム（Ｃ

Ｆ）でタブ線とセル（バスバー）とを接続したモジュールを試作し、荷重試験を行っ

た。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「先端複合技術シリコン太陽電池プロセス共通基盤に関する研究開発」のセル開発

においては、１５６ｍｍ角１００μｍ厚の極薄Ｐ型ＰＥＲＣセル、Ｎ型基板を使った
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Ｂｉｆａｃｉａｌ（両面受光）セルの開発を実施した。評価解析技術では、固定砥粒

ワイヤーの加工ダメージを評価する技術を開発した。また、基板中の炭素濃度，酸素

濃度及び結晶引上げ条件とセル効率の間に明確な相関関係があることを見出すとと

もに、今まで測定できなかった１０１４～１０１５ｃｍ－３台の超低濃度炭素を検出す

る方法を開発した。（実施体制：学校法人トヨタ学園豊田工業大学、学校法人明治大

学、国立大学法人九州大学、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人東京工業大学、

公立大学法人兵庫県立大学） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

ＣＩＳ太陽電池の特性向上の鍵となるヘテロ接合界面の制御技術を開発や、ＣＩＳ

太陽電池の高効率化を抑制している機構の解明を行った。その他、表面・界面改質技

術の開発、裏面電極層のエピタキシャル成長技術開発、バンドプロファイルの評価等

の開発を行った。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人東

京工業大学、学校法人立命館、学校法人東京理科大学、国立大学法人筑波大学、国立

大学法人鹿児島大学、学校法人龍谷大学） 

 

研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」 

１）出力等測定技術の開発 

「新型太陽電池評価・屋外高精度評価技術の開発」においては、新型太陽電池の高

精度評価を実施し、特に進展が著しいペロブスカイト太陽電池に適した性能評価条件

の明確化に注力した。高精度屋外評価技術を幅広い温度照度範囲に適用できることを

確認した。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「屋外実性能高能率測定技術の開発」においては、高速日射測定システムを建屋屋

上に設置し、計測を開始した。（実施体制：一般財団法人電気安全環境研究所） 

「日射変動解析技術の開発」においては、雲の移動特性と日射強度変動に関する屋

外計測のための測定装置を導入し、計測を開始した。（実施体制：国立大学法人岐阜

大学） 

「太陽電池温度の高精度測定技術開発」においては、温度センサの種類やその取り

付け手法について検討及び基礎データを取得し、温度解析シミュレータを立ち上げた。

（実施体制：国立大学法人宮崎大学） 

「ＰＶ日射計測によるシステム性能測定手法開発」においては、屋外評価装置とし

てミニモジュールを用いてアレイを構築し直並列を組み替えながら電流－電圧特性を

測定可能な評価装置を導入し、計測を開始した。（実施体制：学校法人東京理科大学） 

「スペクトルを考慮した屋外実性能評価技術開発」においては、スペクトル指標・

太陽電池測定システムを導入し、計測を開始した。ＡＰＥセンサを作製し、ＡＰＥの

線形性の解析を行い、線形性の高い短波長帯と長波長帯の組み合わせを明らかにした。

（実施体制：学校法人立命館） 

 

２）発電量評価技術 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発」においては、結晶シ

リコン系及び薄膜系各種太陽電池アレイの発電量と気象データを取得した。（実施体

制：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 



 9 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発／メガソーラーの発電

量及び信頼性評価技術の開発」においては、各種太陽電池モジュール単位の発電デー

タを解析し、発電性能の推移を調査した。（実施体制：一般財団法人電力中央研究所） 

「日射量データベースの高度化に関する研究」においては、全国５地点の日射スペ

クトル等を観測し、「ひまわり８号」のデータから推定した日射量と５地点の観測デー

タの比較解析を実施した。（実施体制：一般財団法人日本気象協会） 

「アクセシブルな太陽光発電データベース構築技術の開発」においては、ストリン

グ電力等の計測の欠損区間を補間・補外するフーリエ変換法を基にしたアルゴリズム

を開発した。（実施体制：国立大学法人佐賀大学） 

 

３）信頼性・寿命評価技術の開発 

「ＺＥＢ適用型太陽電池モジュールの長期信頼性評価技術の開発」においては、Ｚ 

ＥＢ適用型特有の環境負荷のうち、「温度、電流負荷」をサイクル負荷する加速試験

装置仕様に関して、検討を行い、装置を作成した。（実施体制：株式会社カネカ） 

「ケーシング側から観た太陽電池モジュールの寿命予測検査技術の開発」において

は、加速劣化試験による試験検体のケーシングの劣化が及ぼす発電劣化への影響につ

いて検討を開始した。ラマン分光分析によるモジュール全面積の総酢酸量の見積り手

法の開発を開始した。（実施体制：日清紡メカトロニクス株式会社） 

「標準化を目指した寿命予測検査技術の開発」においては、ＰＩＤ劣化後Ｐ型結晶

Ｓｉ太陽電池モジュールに対してＥＬ発光解析、電流電圧特性、発熱解析、過渡吸収

分光測定を行い、ガラスに含まれているＮａの拡散及びＰｎ接合のポテンシャル的破

壊が追認され、また、ＰＩＤ現象を検知する手法として、ＥＬの注入電流依存性、過

渡吸収分光測定が有効であることが示された。（実施体制：国立大学法人奈良先端科

学技術大学院大学） 

「太陽電池モジュールの劣化現象の解明、加速試験法の開発」においては、セルの

酢酸蒸気曝露による試験法を世界に先駆けて開発し、モジュールに対して実施する高

温高湿試験と同等の劣化が当該試験でセル電極に生じることを見出すとともに、高温

高湿試験よりも１／１００程度の短時間でセル電極の信頼性をスクリーニング可能

であることを実証した。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「紫外線を含んだ環境因子による複合劣化現象の解析と屋外暴露劣化との相関性

検証」においては、紫外線照射の試験条件を調整し、以前よりも高い照射強度かつ湿

度も安定した試験条件を見出した。（実施体制：デュポン株式会社） 

「屋外暴露モジュールの分析による加速試験法の開発」においては、光照射後に、

湿熱、温度サイクルを実施する複合加速試験の検証を実施した。（実施体制：東レ株

式会社） 

「屋外での電圧誘起劣化の実証研究」においては、太陽電池の劣化とＰＩＤとの関

係性を短期間で明らかにするため、産業技術総合研究所と共同で、１セルモジュール

でＤＨとＰＩＤの複合試験を実施した。（実施体制：石川県工業試験場） 

「電圧誘起劣化の発生した箇所の特定方法、微視的評価手法の開発」においては、

カバーガラス及び封止材(ＥＶＡ)においてＰＩＤ加速試験を行い、加速試験後のカ

バーガラス及び封止材(ＥＶＡ)においてＮａ化合物の析出を確認した。（実施体制：

国立大学法人岐阜大学） 
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「太陽電池モジュールの湿熱劣化の実時間観測手法の開発」においては、ＰＶモジ

ュール内に酢酸センサを封入し，モジュール内に発生した酢酸に対する応答を確認す

るためにＤＨ試験を実施した。その結果、モジュール内に発生した酢酸を検出可能で

あることが明らかとなった。（実施体制：国立大学法人東京農工大学） 

「ｎ型結晶シリコン太陽電池における電圧誘起劣化機構の明確化」においては、リ

アエミッター型太陽電池モジュールのＰＩＤに関するデータの取得を開始した。（実

施体制：国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学） 

「発電データ分析によるシステム信頼性及び劣化率評価」においては、北杜メガ

ソーラーの発電データ取得および解析を行った。結晶シリコン系のモジュールについ

て屋内測定を実施し，設置当初からの劣化率を算出した。（実施体制：学校法人東京

理科大学） 

 

研究開発項目⑤「動向調査等」 

１）動向調査 

「太陽光発電開発戦略に関する動向調査」においては、日本の太陽光発電システ

ムの発電コストを分析するとともに太陽光発電産業、市場動向等に関するシナリオ

分析実施に向けた基礎情報の検討及び太陽光発電技術に関する特許調査方法につい

て検討した。（実施体制：みずほ情報総研株式会社） 

「発電コスト低減に向けた太陽電池技術開発に関する動向調査」においては、太

陽電池モジュールを中心とした性能レベル、製造技術、製造コスト等の各種動向及

び政策動向の調査を開始した。（実施体制：株式会社資源総合システム） 

 

２）ＩＥＡ国際協力事業 

諸外国の技術開発動向や政策動向等について、国際エネルギー機関(ＩＥＡ)の太

陽光発電システム研究協力実施協定（ＰＶＰＳ)に参画し、太陽光発電の普及・促進

に向けた国際協力活動を通じた調査・分析を実施した。（実施体制：株式会社資源総

合システム） 

 

４．２ 実績推移 

 平成２７年度 

実績額推移（需給）（百万円） ４６２５ 

特許出願件数（件） ６ 

論文発表数（報） ８６ 

フォーラム等（件） ４０８ 

 

５．事業内容 

 プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 山田宏之主任研究員を任命して、

プロジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政

策的効果を最大化させる。 
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５．１ 平成２８年度事業内容 

 以下の研究開発を実施する。実施体制については、別紙を参照のこと。 

 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

平成２７年度に引き続き、高効率かつ高信頼性を両立したシリコン太陽電池とその

低コスト製造技術の開発を実施する。 

「結晶Ｓｉ太陽電池をベースとした複合型太陽電池モジュールの開発」においては、

ヘテロ接合界面形成技術、電極形成技術等の各要素技術の深耕を図り、高性能化技術

の開発を進める。また、複合型太陽電池の設計、試作検討を開始する。（実施体制：株

式会社カネカ－再委託 国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人京都大

学、国立大学法人東京工業大学） 

「高効率バックコンタクト型太陽電池の量産技術開発」においては、開発した技術

を適宜大面積セル試作に適用するとともに、開発したセル構造に適した低コスト高信

頼性モジュール化技術を開発し、モジュール試作を実施する。（実施体制：シャープ株

式会社） 

「基盤技術開発による先端複合技術セルのための低再結合電極の研究開発」におい

ては、試作セルでのセル性能評価やリボン強度評価による密着強度の評価等により電

極材料の選定を行う。（実施体制：ナミックス株式会社） 

「赤外線ＦＺ法による高品質低コストシリコン単結晶の開発」においては、大型赤

外線単結晶製造装置を使用して赤外線ＦＺ法による大口径シリコン単結晶育成条件の

検討を行う。（実施体制：株式会社クリスタルシステム） 

「高発電効率・低コスト太陽電池スライスプロセスの加工技術構築」においては、

薄板ウェハ試作品を研究開発項目③の連携機関に供給し、太陽電池の薄板化に伴うセ

ル性能への影響を確認する。また、汚染やスライス条件を変更したスライスウェーハ

を作成し、研究開発項目③の連携大学とともにスライスプロセスにおける太陽電池セ

ル性能への影響を明確化する。（実施体制：コマツＮＴＣ株式会社） 

「太陽電池用原料品質の最適化及び結晶欠陥の評価技術の開発・制御」においては、

セル化前の基板及びセル化時の異なる熱プロセスを経た基板の結晶欠陥の状態を詳細

に構造解析することで、セル化工程における結晶欠陥の生成・成長のメカニズムを解

明する。（実施体制：株式会社トクヤマ） 

「低コスト高効率セル及び高信頼性モジュールの実用化技術開発」においては、高

効率Ｐ型ＰＥＲＣセルを実現するための課題である、パッシベーション膜材料の選定、

製膜条件の最適化、受光面拡散層の低欠陥を実現するためのリン拡散プロセスの開発

及び表電極下部の低欠陥かつ低コンタクト抵抗を実現するためのＡｇペーストの開発

を実施する。また、高信頼性モジュール開発に向けた材料や構造の検討を行う。（実施

体制：京セラ株式会社） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

平成２７年度に引き続き、光吸収層・バッファ層界面の高品質化に努めるとともに、

透明導電膜の高性能化及び大面積モジュール内のセル集積化技術の改善により抵抗ロ

スの低減を図り、大面積モジュールで世界最高効率更新を目指す。また、光吸収層薄
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膜化技術の開発により、低コスト製造プロセスの実用化に向けた開発を実施する。（実

施体制：ソーラーフロンティア株式会社） 

 

研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発 

平成２７年度に引き続き、（ⅰ）最適構造の多接合セルの高効率化検証、（ⅱ）試作

した単結晶製造装置を用いて高速製膜条件下で作製した単接合セルで効率２０％（Ｇ

ａＡｓ，２０μｍ／ｈ）、１２％（ＩｎＧａＰ，１０μｍ／ｈ）を実現するための高速

製膜条件検討、（ⅲ）２インチ基板のＥＬＯプロセス及び基板再利用に向けた表面保護

層・表面清浄化手法の最適化、ＧａＡｓ系２接合とＩｎＰ系２接合、ＧａＡｓ系２接

合とＳｉセルのウエハ接合条件検討、またⅢ－Ⅴ－ｏｎ－Ｓｉ成長における低欠陥密

度のバッファ層形成、（ⅳ）薄膜多接合セルにおいて有効な光閉じ込め構造を開発し効

率３０％（非集光）、低電流・高電圧型低倍集光量子ドットセルで効率３０％の実現性

検討、（ⅴ）試作した高許容角の低倍集光モジュールで効率３０％の達成に向けた光学

シミュレーション手法の確立による光学設計の改善及び光学部材の材料検討を行う。

（実施体制：国立大学法人東京大学、シャープ株式会社、パナソニック株式会社、国

立研究開発法人産業技術総合研究所、学校法人トヨタ学園豊田工業大学、大陽日酸株

式会社、国立大学法人電気通信大学、国立大学法人神戸大学、国立大学法人名古屋大

学、学校法人名城大学、国立大学法人宮崎大学、国立大学法人東京農工大学－再委託 

タカノ株式会社、国立大学法人埼玉大学、公立大学法人大阪市立大学、国立大学法人

九州大学） 

 

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発 

「塗布製造技術の開発」においては、効率の支配因子としての太陽電池各層の物性

値を明らかにするとともに、ペロブスカイト膜における欠陥低減を図るべく材料の高

純度化や、結晶成長制御のためのプロセスの改良を進める。「超軽量太陽電池モジュー

ル技術の開発」においては、平成２７年度に導入した装置を用いて超軽量基板への塗

布に関する課題と解決策を見出し、効率の再現性を向上させる。また、ロール・ツー・

ロールに展開可能な塗布印刷技術の開発を行う。「低コストＲ２Ｒ太陽電池製造技術の

開発」においては、平成２７年度に行った耐熱試験に加え、耐湿性試験での目標値達

成を目指す。また、新規導入したＲ２Ｒ塗工設備を用いて超軽量モジュールを試作す

る。「高性能・高信頼性確保製造技術の開発」においては、平成２７年度検討結果に基

づき製造設備を選定・導入し、薄膜の連続製膜技術を開発する。「高性能材料合成技術

の開発」においては、平成２７年度に開発した正孔輸送材料について、プロセス最適

化、構造最適化を施すことにより効率向上を目指す。「基盤材料技術と性能評価技術の

開発」においては、平成２７年度に開発したホール輸送材料を最適化して変換効率向

上を目指すとともに、量合成、ドーパントフリーとして高耐久、逆型構造での適用を

検討する。「新素材と新構造による高性能化技術の開発」においては、平成２７年度に

導入した設備を用いて変換効率の安定化を実証する。また、ＮＨ２ＣＨＮＨ２＋の適

用や、ＰｂとＳｎの組み合わせなど、吸収波長及び電圧の改善をめざした材料の適用

可能性を詳しく検討することにより、変換効率向上を目指す。（実施体制：パナソニッ

ク株式会社、株式会社東芝、積水化学工業株式会社、アイシン精機株式会社、富士フ
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イルム株式会社、学校法人早稲田大学、国立大学法人東京大学－再委託 株式会社ア

イシン・コスモス研究所、国立研究開発法人物質・材料研究機構、公益財団法人神奈

川科学技術アカデミー、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人九州工

業大学、公立大学法人兵庫県立大学、国立大学法人京都大学、国立大学法人東京工業

大学、国立大学法人熊本大学） 

 

研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

平成２７年度に引き続き、太陽電池セル・モジュールの各製造プロセスにおいて、

評価解析を行い、得られた知見を基に、原料、結晶、装置、セル、モジュールメーカー

の高効率化、低コスト化及び高信頼性化に資する研究開発を行う。 

「Ｃａｔ―ＣＶＤなど新手法による高性能太陽電池低価格製造技術の開発」におい

ては、Ｃａｔ－ＣＶＤ積層膜について、太陽電池製造工程で用いる化学処理への耐性

を高める条件を検討する。また、研究開発項目①の実施者と連携し、ヘテロ接合バッ

クコンタクト構造の太陽電池試作を進める。（実施体制：国立大学法人北陸先端科学

技術大学院大学） 

「薄型セルを用いた高信頼性・高効率モジュール製造技術開発」においては、研究

開発項目①の実施者と連携し、厚さの異なる薄型ウェハに対して、ウェハ厚がセル特

性に及ぼす影響を実験的に評価し、高効率化のための課題抽出を行う。また、イオン

注入技術については、注入マスクを用いた簡易プロセスの検討を開始し、実際に注入

マスクを用いてバックコンタクト型セルの試作を行う。（実施体制：国立研究開発法

人産業技術総合研究所） 

「先端複合技術シリコン太陽電池プロセス共通基盤に関する研究開発」のセル開発

においては、パッシベーション層の高品質化、選択エミッタの導入、表面電極の微細

化及び基板品質の向上等による高効率化技術の開発を行う。評価技術においては、原

子レベルでの完全性に焦点を当てた、プロセス誘起ダメージの評価を行い、高効率セ

ルの実現に寄与する。（実施体制：学校法人トヨタ学園豊田工業大学、学校法人明治

大学、国立大学法人九州大学、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人東京工業大学、

公立大学法人兵庫県立大学） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

平成２７年度に引き続き、発電コスト１４円／ｋＷｈ達成のために、ＣＩＳ太陽電

池モジュールの高効率化及び発電コスト低減を可能とする要素技術の研究開発を行う。 

ヘテロ接合界面の高品質化を推進し、更なるＣＩＳ結晶の高品質化技術の開発を行

う。また、表面・界面制御技術の開発、エピタキシャル成長技術開発、バンドプロフ

ァイルの評価等の開発を行い、実デバイスでの評価検証を行う。（実施体制：国立研究

開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人東京工業大学、学校法人立命館、学校法

人東京理科大学、国立大学法人筑波大学、国立大学法人鹿児島大学、学校法人龍谷大

学） 
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研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」 

１）出力等測定技術の開発 

平成２７年度に引き続き、新型結晶Ｓｉ、 新型薄膜、多接合等の各種新型太陽電池

の評価技術を開発して実施する。屋外高精度測定に不可欠な高速日射モニタに使用す

るＰＶモジュール日射センサに必要な構造、設置方法を明確化する。（実施体制：国

立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「屋外実性能高能率測定技術の開発」においては、高速日射測定システムと連動し

たＩＶ測定系を構築する。（実施体制：一般財団法人電気安全環境研究所） 

「日射変動解析技術の開発」においては、導入した屋外測定装置で得られるデータ

を解析して、雲を中心とした大気状態と日射強度変動特性との関係を解析する。（実

施体制：国立大学法人岐阜大学） 

「太陽電池温度の高精度測定技術開発」においては、有風時における太陽電池モジ

ュール内温度分布を計測し、温度計測方法を示す。（実施体制：国立大学法人宮崎大

学） 

「ＰＶ日射計測によるシステム性能測定手法開発」においては、屋外評価装置を用

いてデータを取得し、ＩＶ特性の重ね合わせシミュレーション解析の高精度化を図る。

（実施体制：学校法人東京理科大学） 

「スペクトルを考慮した屋外実性能評価技術開発」においては、ＡＰＥセンサ測定

を継続し、データの蓄積を行う。ＡＰＥセンサとモニタした日射強度から求めた太陽

光スペクトルと分光放射計で測定したスペクトルの合致度の解析を行う。（実施体制：

学校法人立命館） 

 

２）発電量評価技術 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発」においては、屋外で

のアレイ単位の発電量データと気象データを取り纏め、各種太陽電池の劣化特性をア

レイ単位で把握する。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発／メガソーラーの発電

量及び信頼性評価技術の開発」においては、各種太陽電池モジュールの発電性能の経

年劣化率を１％程度の精度で算出することを可能にする長期信頼性評価技術を開発す

る。（実施体制：一般財団法人電力中央研究所） 

「日射量データベースの高度化に関する研究」においては、日射量データベースの

高密度化、高精度化及び更新、日射スペクトルデータベースの更新と全国整備等を行

う。（実施体制：一般財団法人日本気象協会） 

「アクセシブルな太陽光発電データベース構築技術の開発」においては、メガソー

ラー発電所における高速測定システムの本格運用を開始し、測定データの解析を行う。

（実施体制：国立大学法人佐賀大学） 

 

３）信頼性・寿命評価技術の開発 

「ＺＥＢ適用型太陽電池モジュールの長期信頼性評価技術の開発」においては、電

流負荷サイクル試験装置を稼動、改造し、ＺＥＢ適用型特有の環境負荷（部分影、温

度、電流負荷、機械荷重等）が太陽電池モジュールの発電性能及び構成部材の耐久性

に及ぼす影響を定量化し、主要な劣化要素を特定する。（実施体制：株式会社カネカ） 
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「ケーシング側から観た太陽電池モジュールの寿命予測検査技術の開発」において

は、ラマン分光技術を用いて、封止材の劣化から観た寿命予測技術の開発を行う。（実

施体制：日清紡メカトロニクス株式会社） 

「標準化を目指した寿命予測検査技術の開発」においては、Ｐ型Ｓｉ太陽電池の寿

命予測に関わるセル部の品質検査を継続して実施し、劣化メカニズムを解明する。（実

施体制：国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学） 

「太陽電池モジュールの劣化現象の解明、加速試験法の開発」においては、各種部

材を用いて作製した太陽電池モジュールに対して温度サイクル試験、結露凍結試験、

動的機械的負荷試験等の組合せ試験を施し、インターコネクタ、フィンガー電極等に

起因する劣化を屋外曝露モジュールで観測される劣化と比較検討する。（実施体制：

国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「紫外線を含んだ環境因子による複合劣化現象の解析と屋外暴露劣化との相関性

検証」においては、紫外線照射試験の継続及び恒温恒湿試験との複合各試験を行い、

封止材劣化の定性的・定量的評価を行う。（実施体制：デュポン株式会社） 

「屋外暴露モジュールの分析による加速試験法の開発」において、複合試験での加

速性検証を進める。具体的には、前処理としてＵＶ照射の妥当性の検証や、通電有無

の影響調査等を実施する。（実施体制：東レ株式会社） 

「屋外での電圧誘起劣化の実証研究」においては、産業技術総合研究所と共同で、

１セルモジュールでＤＨとＰＩＤの複合試験をＤＨ４０００ｈ＋ＰＩＤまで実施し

て、ＤＨ試験実施による太陽電池の劣化とＰＩＤ誘発の関係性を明らかにする。（実

施体制：石川県工業試験場） 

「電圧誘起劣化の発生した箇所の特定方法、微視的評価手法の開発」においては、

結晶シリコン太陽電池の表面、ＳｉＮパッシベーション膜内、ＰＮ接合部分、Ａｇ電

極部分においてＮａ化合物による光起電力性能への影響を調査する。（実施体制：国

立大学法人岐阜大学） 

「太陽電池モジュールの湿熱劣化の実時間観測手法の開発」においては、開発した

酢酸センサをモジュール内に実装するための手法及び酢酸濃度と加速試験法の関連

性について定量的に評価できる試験方法を開発する。（実施体制：国立大学法人東京

農工大学） 

「ｎ型結晶シリコン太陽電池における電圧誘起劣化機構の明確化」においては、リ

アエミッター型及びヘテロ接合型太陽電池モジュールのＰＩＤの検討を開始し、現象

解明と抑止方法の調査に取り組む。（実施体制：国立大学法人北陸先端科学技術大学

院大学） 

「発電データ分析によるシステム信頼性及び劣化率評価」においては、北杜メガ

ソーラーの発電データ取得及び分析を継続し、屋内測定を行ったモジュールについて、

分光感度測定を実施する。また、「大規模太陽光発電システム導入のための検討支援

ツール」のユーザビリティ向上に向けた改修を行う。（実施体制：学校法人東京理科

大学） 

 

研究開発項目⑤「動向調査等」 

１）動向調査 

「太陽光発電開発戦略に関する動向調査」においては、日本の太陽光発電コストを
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分析すると共に、海外（欧米等）における発電コストの分析・評価事例を調査し、日

本の発電コストとの比較・分析を年度毎に実施する。また、前年度で抽出した太陽光

発電産業、市場動向等に影響する因子の調査を実施するとともに太陽光発電技術に関

する特許調査を行う。（実施体制：みずほ情報総研株式会社） 

「発電コスト低減に向けた太陽電池技術開発に関する動向調査」においては、太陽

電池モジュールを中心とした性能レベル、製造技術、製造コスト等の各種動向及び政

策動向の調査を継続して実施する。また、調査結果を踏まえてグリッドパリティ、ジ

ェネレーションパリティ達成後の産業・市場の動向について、太陽電池モジュールの

新たな利用方法の想定や、産業競争力向上による国内産業発展のためのシナリオの検

討を行う。（実施体制：株式会社資源総合システム） 

 

２）ＩＥＡ国際協力事業 

平成２７年度に引き続き、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）の太陽光発電システム研

究協力実施協定（ＰＶＰＳ）に参画し、太陽光発電の普及・促進に向けた国際協力活

動を通じ、諸外国の技術開発動向や政策動向等について調査・分析する。（実施体制：

株式会社資源総合システム） 

 

５．２ 平成２８年度事業規模 

     需給勘定４，６５０百万円（継続） 

     事業規模については、変動があり得る。 

 

６．その他重要事項 

 

（１）運営・管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と

密接な関係を維持しつつ、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

また、ＮＥＤＯはプロジェクトで取り組む分野について、内外の技術開発動向、政策動向、

市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、調査等を効率的に実

施する観点から委託事業として実施する。 

 

（２）複数年度契約の実施 

原則として、平成２７～２９年度の複数年度契約を締結する。  

 

（３）知財マネジメントに係る運用 

   「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に従ってプロジェクトを

実施する。 

 

６．実施方針の改訂履歴 

平成２８年３月、制定。 
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（別紙） 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開

発」 
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研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発
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２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発
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研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 
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研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」（１） 
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研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」（２） 
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研究開発項目⑤「動向調査等」 

 


